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 法制史　　　　　　　　　　　　　　　　  
『契約と紛争の比較史料学 中近世における社会
秩序と文書』臼井佐知子／吉川弘文館

 外国法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『アメリカ・インディアン法研究 1 インディアン
政策史』藤田尚則／北樹出版

『アメリカ・インディアン法研究 2 国内の従属
国』藤田尚則／北樹出版

『英国再保険法の基礎知識一問一答』稲田行祐
／保険毎日新聞社

『日本企業のためのシンガポール進出戦略ガイド
Q&A』久保光太郎／中央経済社

『アメリカ改正特許法 日米の弁護士・弁理士に
よる実務的解説』Kirkland & Ellis LLP／発
明推進協会

『アメリカ放送契約論』磯本典章／信山社

 憲 法　　　　　　　　　　　　　　　　　 
『ヘイト・スピーチに抗する人びと』神原元／新
日本出版社

『インターネットの憲法学 新版』松井茂記／岩
波書店

『Q&A DV事件の実務 改訂 相談から保護命令・
離婚事件まで』打越さく良／日本加除出版

『憲法 2 設題解説』法曹会
『憲法と知識人 憲法問題研究会の軌跡』邱静／
岩波書店

『人事・総務のためのマイナンバー制度』梅屋真
一郎／労務行政

 行政法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『区画整理の活用』大場民男／三恵社
『道路管理の手引 第5次改訂』道路法令研究
会／ぎょうせい

 警察・消防法　　　　　　　　　　　　　  
『現場警察官権限解説 第3版 上巻』田村正博
／立花書房

『現場警察官権限解説 第3版 下巻』田村正博
／立花書房

『民事介入暴力対策マニュアル 第5版』東京弁護
士会民事介入暴力対策特別委員会／ぎょうせい

『緊急自動車の法令と実務 6訂版 緊急自動車
の26の特例から19の判例まで』交通法令研
究会／東京法令出版

『これでわかる！実例火災調査書類 2訂版』名
古屋市消防局／東京法令出版

 税 法　　　　　　　　　　　　　　　　　 
『Q&A税務選択の適正判断 迷いがちな類似税
務の落とし穴』四方田彰／清文社

『税法解釈の限界を考える 判例・裁決の批判的
検討』粟津明博／日本評論社

『クロスボーダー取引課税のフロンティア』中里
実／有斐閣

『税理士制度と納税環境整備 税理士法33条の
2の機能』川股修二／北海道大学出版会

『Q&A実務国税徴収法』黒坂昭一／大蔵財務
協会

『法人税<租税特別措置法>税制改正詳解 平
成26年度』竹内陽一／清文社

『Q&Aプロ選手・開業医・芸能人等特殊事情
に係る所得税実務 業種による固有なケースの諸
問題』小田満／税務経理協会

『居住用財産の3,000万円特別控除と軽減税
率100問100答』大久保昭佳／清文社

『減価償却実務問答集 平成26年12月改訂』
秀島友和／納税協会連合会

『同族会社相続の法務と税務』山川一陽／学陽
書房

『ゼミナール相続税法 平成27年1月改訂』橋
本守次／大蔵財務協会

『うまくいく生前贈与』税理士法人タックスアイ
ズ／税務経理協会

『あなたはできる！相続税申告書の書き方と争族
円満解決法』阿部員大／税務経理協会

『相続税申告で迷いがちな債権・債務 法務・税
務の取扱いと留意点』小林磨寿美／清文社

『相続税法特有の更正の請求の実務 相続税法第
32条の規定についてご存知ですか？』松本好
正／大蔵財務協会

『消費税調査の手続と対応 これで安心！税務調
査』加地宏行／清文社

 民 法　　　　　　　　　　　　　　　　　 
『公益法人・一般法人の立入検査について その
ポイントと対策』鈴木勝治／公益法人協会

『契約書作成のプロセスを学ぶ ビジネスに寄り
添う契約実務の思考法』鈴木学／中央経済社

『交渉破棄責任の実証的研究』千野博之／日本
評論社

『製造物責任 判例ハンドブック』羽成守／青林
書院

『現代家族の法と実務 多様化する家族像』小島
妙子／日本加除出版

『成年後見相談対応の実務 チェックポイントと
ケース・スタディ』成年後見センターリーガル
サポート／新日本法規出版

『遺言相談標準ハンドブック』奈良恒則／日本
法令

『特別縁故者をめぐる法律実務 類型別のポイン
トと書式』北岡秀晃／新日本法規出版

『自動車保険の概況 平成26年度』損害保険料
率算出機構／損害保険料率算出機構

『ベーシック高次脳機能障害相談マニュアル』横
浜弁護士会

 会社法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『企業法務のFirst Aid Kit 問題発生時の初動
対応』田辺総合法律事務所／レクシスネクシス・
ジャパン

『リスクマネジメントとしての内部通報制度 通報
窓口担当者のための実務Q&A』田島正広／税
務経理協会

『経営者支配とは何か 日本版コーポレート・ガ
バナンス・コードとは』今井祐／文眞堂

『多重代表訴訟制度のあり方 必要性と制度設
計』髙橋陽一／商事法務

『株主提案と委任状勧誘 第2版』三浦亮太／
商事法務

『新しい取締役会の運営と経営判断原則』長谷
川俊明／中央経済社

『資本・業務提携の実務』太田洋／中央経済社

 刑 法　　　　　　　　　　　　　　　　　 
『ギュンター・ヤコブス著作集 第1巻 犯罪論の
基礎』Jakobs, Günther／成文堂

『憲法的刑法学の展開 仏教思想を基盤として』
平川宗信／有斐閣

『刑法の理論と体系』佐伯千仭／信山社出版
『新実例刑法 総論』池田修／青林書院
『犯罪学と精神医学史研究』影山任佐／金剛出版

 司法制度・司法行政　　　　　　　　　　  
『反面教師』清水直／文化出版局
『事務所経営・事件受任のポイント 若手弁護士
のための法律事務所運営術』東京弁護士会／
創耕舎

『地域司法基盤の充実は私たちのまちのライフ
ライン 地域司法充実基本法の制定に向けて』
長野県弁護士会

 訴訟手続法　　　　　　　　　　　　　　  
『現代型訴訟の諸相』久末弥生／成文堂
『民事手続法の現代的機能』石川明／信山社
『民事訴訟法判例インデックス』中島弘雅／商
事法務

『クロスレファレンス民事実務講義 第2版』京
野哲也／ぎょうせい

『要件事実論概説 1 総論』並木茂／信山社
『要件事実小辞典』伊藤滋夫／青林書院
『担保・執行・倒産の現在 事例への実務対応』
伊藤真／有斐閣

『企業再建の究極にあるもの』清水直／商事法務
『企業再建の真髄 清水直先生古稀・事務所開
設四〇周年記念論文集』清水直／商事法務

『破産申立マニュアル』東京弁護士会倒産法部
／商事法務

『破産法大系 第2巻 破産実体法』竹下守夫／
青林書院

『プロが語る企業再生ドラマ』清水直／銀行研
修社

『プロが語る企業再生ドラマ 続』清水直／銀行
研修社

『刑事訴訟法講義 第5版』池田修／東京大学
出版会

『虚偽自白はこうしてつくられる 狭山事件・取
調べ録音テープの心理学的分析』浜田寿美男／
現代人文社

『強制捜査と任意捜査 新版』井上正仁／有斐閣
『新・少年事件実務ガイド 第3版』第二東京弁護
士会子どもの権利に関する委員会／現代人文社

 経済産業法　　　　　　　　　　　　　　  
『解説消費者裁判手続特例法』山本和彦／弘文堂
『中小企業法務の実務』東京弁護士会弁護士研
修センター運営委員会／ぎょうせい

『法工学入門 安全・安心な社会のために法律と
技術をつなぐ』日本機械学会／丸善出版

『省エネ法 輸送事業者の手引き』交通エコロジ
ーモビリティ財団／交通エコロジー・モビリティ
財団

『エクイティ・ファイナンスの理論と実務 第2版』
鈴木克昌／商事法務

『投資取引訴訟の理論と実務 第2版』今川嘉
文／中央経済社

『新・金融商品取引法読本』河本一郎／有斐閣
『臨時報告書作成の実務Q&A』宝印刷株式会
社／商事法務

『IPOと戦略的法務 会計士の視点もふまえて』
岩田合同法律事務所／商事法務

『買収ファイナンスの法務』大久保涼／中央経
済社

『CSのための金融実務必携 高齢者・相続・未
成年・養子・外国人・離婚』金融財政事情研究
会／金融財政事情研究会

『弁護士・公認会計士・税理士のための不動産
の法令・評価の実務Q&A』冨田建／税務経理
協会

『保険業法の読み方 改訂版 実務上の主要論点
一問一答』錦野裕宗／保険毎日新聞社

 知的財産法　　　　　　　　　　　　　　  
『IPパラリーガル教本 知財事務職員基本書』
小笠原秀征／日本工業新聞社

『年報知的財産法 2014』高林龍／日本評論社
『職務発明規定改正対応の実務』高橋淳／レク
シスネクシス・ジャパン

『解説・ビジネス特許 21世紀の国際ビジネスを
動かすものとは？』幸田ヘンリー／アイ・エル・
エス出版

『戦慄のパテントマフィア アメリカ発明家集団の
対日戦略』幸田ヘンリー／ディーエイチシー
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『ビジネスモデル特許』幸田ヘンリー／日刊工業
新聞社

『裁判例から見る進歩性判断』高橋淳／経済産
業調査会

『特許審決取消判決の分析 事例からみる知財高
裁の実務』大阪弁護士会／商事法務

『18歳の著作権入門』福井健策／筑摩書房
『立法と判例による著作権法条文の解説』石川
健太郎／発明推進協会

『著作権法概論』斉藤博／勁草書房

 農事法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『農林水産予算の概要（未定稿） 平成27年度』
大成出版

『農地法読本 改訂版』宮崎直己／大成出版社

 労働法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『ワタミの初任給はなぜ日銀より高いのか？ ナベ
テル弁護士が教える残業代のカラクリ』渡辺輝
人／旬報社

『労働法の現在 流動化する労働法規制の諸様
相』村田毅之／晃洋書房

『労働法 第12版』安枝英訷／有斐閣
『労働事件ハンドブック 2015年』第二東京弁護
士会労働問題検討委員会／第二東京弁護士会

『労働事件における慰謝料 労働判例からみる慰
謝料の相場』東京弁護士会労働法制特別委員
会／産労総合研究所出版部経営書院

『平成26年改正労働法の企業対応 有期特例
法，改正パート労働法，改正安衛法等の実務留
意点』岩出誠／中央経済社

『労働事件 立証と証拠収集』ロア・ユナイテッド
法律事務所／創耕舎

『わかりやすいボイラー及び圧力容器安全規則 
新版』日本ボイラ協会／日本ボイラ協会

『労働者派遣法の研究』高橋賢司／中央経済社
『雇用保険制度の実務解説 改訂第7版』労働
新聞社／労働新聞社

『裁判例・通達から読み解く労災保険特別加入
の実務Q&A』田中建一／日本法令

『そこが知りたい！労災裁判例にみる労働者の過
失相殺』安西愈／労働調査会

『元監督署長が解説これならわかる自動車運転
者の改善基準Q&A』村木宏吉／労働新聞社

『労働者へのセクシュアル・ハラスメントに関す
る紛争解決手続 新たな位置づけの検討〜カナ
ダ法とイギリス法を中心として』柏﨑洋美／信
山社

 社会保障法　　　　　　　　　　　　　　  
『社会保障制度を活用した生活再建支援』全国
クレサラ・生活再建問題対策協議会／全国クレ
サラ・生活再建問題対策協議会出版部

 医事法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『事業承継からみた医療法人の移行判断Q&A 
新税制対応！！』メディカル・マネジメント・プラ
ンニング・グループ／ぎょうせい

『これで安心！院長先生の医業承継と相続税対
策』税理士法人アフェックス／税務経理協会

『医療過誤訴訟鑑定書集 第26集』医療事故情
報センター／医療事故情報センター

『弁護士のための医療過誤訴訟法講座講義録 第
18回』安東宏三／医療事故情報センター

『弁護士のための医療過誤訴訟法講座講義録 第
19回』小林洋二／医療事故情報センター

 環境法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『北海道石炭じん肺訴訟』伊藤誠一／北海道大
学出版会

 宗教法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『宗教法人ハンドブック 10訂版 設立・会計・
税務のすべて』実藤秀志／税務経理協会

『Q&A宗教トラブル110番 第3版』山口広／
民事法研究会

 教育・スポーツ法　　　　　　　　　　　  
『大学・学校・教育法律実務ガイド 現場の諸問
題を法律と判例で解決する』青山学院教育法研
究会／第一法規

『逐条解説地方教育行政の組織及び運営に関す
る法律 第4次新訂』木田宏／第一法規

『学校事故 判例ハンドブック』坂東司朗／青林
書院

『山岳事故の法的責任 登山の指針と紛争予防の
ために』溝手康史／ブイツーソリューション

 マスコミ関係法　　　　　　　　　　　　  
『スケープゴーティング 誰が，なぜ「やり玉」に
挙げられるのか』釘原直樹／有斐閣

 国際法　　　　　　　　　　　　　　　　  
『国際法学の諸相 到達点と展望 村瀬信也先生
古稀記念』江藤淳一／信山社

『安全保障論 平和で公正な国際社会の構築に向
けて』神余隆博／信山社

『国際裁判と現代国際法の展開』浅田正彦／三
省堂

『国際私法』広江健司／国際書院


